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防衛庁訓令第１１号

自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号）第８９条の規定に基き、懲戒
手続に関する訓令を次のように定める。

昭和２９年８月２８日

防衛庁長官 木 村 篤 太 郎

懲 戒 手 続 に 関 す る 訓 令

改正
昭和３１年 １月２１日庁訓第 ３号
昭和３６年 ７月２８日庁訓第 ４２号
昭和３７年１０月 １日庁訓第 ６２号
昭和３７年１１月 １日庁訓第 ７３号
昭和４５年 ６月１８日庁訓第 ２６号
昭和５９年 ６月３０日庁訓第 ３７号
昭和６０年１２月２１日庁訓第 ４２号
平成 ５年 ４月 １日庁訓第 ２８号
平成１３年 １月 ６日庁訓第 ２号
平成１７年 ３月３０日庁訓第 ３７号
平成１８年 ３月２７日庁訓第 １２号
平成１８年 ７月２８日庁訓第 ８３号
平成１９年 １月 ５日庁訓第 １号
平成１９年 ３月２７日庁訓第 １０号
平成１９年 ８月３０日省訓第１４５号
平成２２年 ６月３０日省訓第 ２９号
平成２７年１０月 １日省訓第 ３９号
平成２８年 ３月３１日省訓第 ３６号
平成２９年 ３月３１日省訓第 ２１号
平成３０年 ３月２６日省訓第 １５号
令和 ３年 ４月２０日省訓第 ２２号

（趣旨）
第１条 この訓令は、懲戒手続に関し必要な事項を定めるものとする。
(申立書)
第２条 自衛隊法施行規則（以下「施行規則」という ）第６８条の規定による申。
立書の様式は、別表第１のとおりとする。
（申立の移送）

第３条 懲戒権者は、施行規則第６８条の規定により申立を受けた場合において当
該申立に係る隊員の直近の懲戒権者でないときは、当該申立に係る事案を当該隊
員の直近の懲戒権者に移送しなければならない。
（申立の却下の通知）

第４条 懲戒権者は、施行規則第６８条の規定による申立に基いて規律違反の疑が
ある事実について調査を行った結果、その事案を懲戒に値しないものと決定した
ときは、その旨を申立人に通知しなければならない。
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（調査の委嘱）
第５条 施行規則第６９条の規定により部下の隊員以外の隊員に調査を委嘱する場
合には、当該隊員の指揮系統を通じて行うものとする。
（調査報告書）

第６条 施行規則第７０条の規定による調査報告書の様式は、別表第２のとおりと
する。
（勤務を停止すべき場合）

第７条 施行規則第７２条第１項の規定により懲戒権者が特に必要と認めて当該隊
員の勤務を停止することができる場合は、次の各号の一に該当する場合とする。
(1) 当該隊員が勤務することが調査及び審理の妨げとなる虞がある場合
(2) 前号に規定する場合のほか、当該隊員が部隊の指揮をとり、又は責任ある職
務を行うことが適当でない場合

（勤務の停止を解除すべき場合）
第８条 懲戒権者は、勤務の停止を命ぜられている隊員について勤務を停止する事
由がなくなつたときは、勤務の停止を命ぜられている隊員の勤務の停止を解除し
なければならない。
２ 懲戒権者は、勤務の停止を命ぜられている隊員を特に勤務につける必要が生じ
たときは、必要と認める期間当該隊員の勤務の停止を解除することができる。
（被疑事実通知書等）

第９条 施行規則第７３条第１項に規定する被疑事実通知書の様式は、別表第３の
とおりとする。
２ 施行規則第７３条第２項に規定する防衛大臣が定めるものは、弁護人の指名に
係る事項、証人の尋問その他の証拠調の請求に係る事項及び供述辞退の届出に係
る事項とする。
施行規則第７３条第２項に規定する審理のために出頭すべき期日は、同項の規３

定に基づき被疑事実通知書の送達があつたとみなされる日から出頭の準備のため
に合理的に必要と認められる日数を考慮したものとしなければならない。
（弁護人申請書）

第１０条 施行規則第７４条の規定による被審理者の弁護人申請書の様式は、別表
第４のとおりとする。
（懲戒補佐官を関与させない場合）

第１１条 懲戒権者は、懲戒補佐官が次の各号の一に該当する場合には、当該懲戒
補佐官を審理に関与させてはならない。
(1) 懲戒補佐官が申立人又は被害者である場合
(2) 懲戒補佐官が証人又は鑑定人となつた場合
（被審理者等の反対尋問）

第１２条 被審理者又は弁護人は、証人の尋問に際し、懲戒権者又は受命懲戒補佐
官(懲戒権者から当該事案について尋問その他証拠調を命ぜられた懲戒補佐官を
いう。以下同じ ）の承認を得て、証人に対し反対尋問を行うことができる。。
（宣誓）

第１３条 証人は、懲戒権者又は受命懲戒補佐官から要求されたときには、宣誓を
しなければならない。但し、証人が隊員以外の者である場合は、この限りではな
い。
（尋問調書）

第１４条 懲戒権者又は受命懲戒補佐官は、尋問その他の証拠調を行うときは、部
下の隊員のうちから書記を指名し、尋問調書（別表第５ 、証拠物調書（別表第）
６）その他の証拠調の結果を記録した調書を作成させるものとする。
（証拠調申請書）

第１５条 被審理者又は弁護人が施行規則第７５条第２項の規定により証人尋問そ
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の他の証拠調の請求をしようとするときは、証拠調申請書（別表第７）を提出し
て行うものとする。
（出頭要求書）

第１６条 懲戒権者が施行規則第７６条第１項の規定により供述聴取を行うため被
審理者又は弁護人の出頭を要求するときは、出頭要求書（別表第８）を送達する
ものとする。ただし、施行規則第７５条第１項の規定による証拠調に引続き供述
を聴取するときは、この限りでない。
（供述辞退届）

第１７条 被審理者及び弁護人が施行規則第７６条第１項の規定による供述を辞退
しようとするときは、供述辞退届（別表第９）を提出するものとする。
（供述聴取の代行者）

第１８条 施行規則第７６条第２項の規定による供述の聴取の代行者は、職務執行
上当該懲戒権者の次位にある隊員としその者に事故があるときは、職務執行上そ
の者の次位にある隊員のうちから懲戒権者が命ずるものとする。
（供述聴取の内容）

第１９条 懲戒権者又は施行規則第７６条第２項の規定により懲戒権者から供述の
聴取を命ぜられた隊員（以下「供述聴取を命ぜられた隊員」という ）は、次の。
順序により供述を聴取するものとする。
(1) 被審理者又は弁護人に対し、官職、氏名及び年月日を問う。
(2) 被審理者又は弁護人に対し、規律違反の疑がある事実及び証拠の要旨を告げ
る。

(3) 被審理者又は弁護人に情状その他懲戒権者が必要と認める事項を問答形式で
供述させる。
(4) 聴取を終了する前に、被審理者又は弁護人に任意供述の機会を与える。
（供述聴取書）

第２０条 懲戒権者又は供述聴取を命ぜられた隊員は、被審理者又は弁護人の供述
を聴取するときは、部下の隊員のうちから書記を指名し、供述聴取書（別表第１
０）を作成させなければならない。
（審理調書）

第２１条 懲戒権者は、審理が終了したときは、規律違反の有無及び程度の判断に
（ ）必要と認める事項を記載した調書及び供述聴取書をもつて審理調書 別表第１１

を作成するものとする。
（懲戒処分の宣告書）

第２２条 施行規則第７７条第３項及び第７９条第１項の規定による懲戒処分宣告
書の様式は、別表第１２のとおりとする。
（懲戒処分宣告の代行者）

第２３条 第１８条の規定は、施行規則第７７条第４項ただし書の規定による懲戒
処分の宣告の代行者について準用する。
第２４条 削除
（懲戒処分簿）

第２５条 懲戒権者は、懲戒処分簿（別表第１３）を常に備え付けておかなければ
ならない。
懲戒処分変更書）（

第２６条 施行規則第８１条第３項において準用する施行規則第７７条第３項から
第７項までの規定による懲戒処分の宣告又は懲戒処分を行わない旨の通知の様式
は、別表第１４のとおりとする。
（移送の場合の添付資料）

第２７条 施行規則第８２条の規定により移送する場合に添付するべき資料は、次
の各号によるものとする。
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(1) 調査終了後審理着手前に移送するときは、当該調査報告書及び申立書（申立
による場合）を添付するものとする。

(2) 審理に着手し、且つ、審理終了前に移送するときは、前号に指示するものの
ほか、そのときまでに作成した尋問調書、証拠物調その他証拠の取調に関する
調書を添付するものとする。

(3) 審理終了後移送するときは、第１号に掲げるもののほか、審理調書を添付す
るものとする。

（懲戒処分説明書）
第２８条 施行規則第８３条の規定による懲戒処分説明書の様式は、別表第１５の
とおりとする。
（審理の申請）

第２９条 施行規則第８５条第１項の規定により懲戒権者が審理を行わないで懲戒
処分を行おうとするときは、その旨を当該隊員に通知し、期間を定めて、施行規
則第８５条第１項但書の規定による審理の申請をするかどうかを確認しなければ
ならない。
（審理申請書等）

第３０条 施行規則第８５条第１項但書の規定による審理申請書の様式は、別表第
１６のとおりとする。
２ 施行規則第８５条第２項の規定による審理辞退届の様式は、別表第１７のとお
りとする。
（報告）

第３１条 施行規則第８０条の規定による報告は、任命権に関する訓令（昭和３６
年防衛庁訓令第４号）第５３条第２項又は第７６条に規定する上級の懲戒権者に
行うものとし、その報告要領は、次の各号の表の区分によるものとする。
(1) 被処分者が陸海空の隊員である場合
ア 懲戒処分を行つた者が順序を経て行うべき報告

被処分者 報 告 先 報告書の様式 報 告 の 時 期

別表第１８ 処分の都度速やかに
３ 佐 以 上 （陸上総隊司令官及び

当該方面総監）４ 級 以 上
当該幕僚長 防衛大臣

別表第１８ 処分の都度速やかに
１ － ３ 尉 （陸上総隊司令官及び

当該方面総監）３級
当該幕僚長

別表第１８ 処分の都度速やかに
（陸上総隊司令官及び

当該方面総監）准 尉 ・ 曹 ・ 士
当該隊員の任免権者自 衛 官 候 補 生

１ ・ ２ 級 別表第１８（陸海 処分の都度速やかに
当該幕僚長 空内にあっては、 （前月分を毎月２０

別表第１９） 日までに）

イ 各幕僚長が防衛大臣に行うべき報告
被処分者 報告事項 報告書の様式 報告に時期

３ 尉 以 上 軽処分を超える懲戒 前月分を毎月末日ま
別表第１９

３ 級 以 上 処分 でに

(2) 被処分者が防衛省本省の施設等機関、統合幕僚監部、情報本部、防衛監察本
部又は地方防衛局の事務官等である場合

被処分者 報告先 報告書の様式 報告の時期
４ 級 以 上 防衛大臣 別表第１８ 処分の都度速やかに
３ 級 以 下 防衛大臣 別表第１８ 前月分を毎月末日ま

でに
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２ 各幕僚長は、当該陸海空における前項の報告要領に関し必要な事項を定めるこ
とができる。
３ 施行規則第８１条に規定する上級の懲戒権者が下級の懲戒権者の行つた懲戒処
分を変更し又は取り消したときは、懲戒処分取消（変更）報告書（別表第２０）
により上級の懲戒権者に送付するものとする。
４ 第１項の規定にかかわらず、防衛省本省の施設等機関の長、各幕僚長、情報本
部長、防衛監察監若しくは地方防衛局長又は防衛装備庁長官は、特に重要である
と認められる事故に基づく懲戒処分については、その都度、懲戒処分報告書（別
表第１８）に必要な資料を添えて防衛大臣に提出するものとする。

附 則
１ この訓令は、昭和２９年７月１日から適用する。
２ 懲戒手続に関する訓令（昭和２７年保安庁訓令第１３号）は廃止する。

附 則（昭和３１年１月２１日庁訓第３号）
この訓令は、昭和３１年１月２６日から施行する。
附 則（昭和３６年７月２８日庁訓第４２号）

この訓令は、昭和３５年８月１日から施行する。
附 則（昭和３７年１０月１日庁訓第６２号）

この訓令は、昭和３７年１０月１日から施行する。
附 則（昭和３７年１１月１日庁訓第７３号 （抄））

１ この訓令は、昭和３７年１１月１日から施行する。
附 則（昭和４５年６月１８日庁訓第２６号 （抄））

１ この訓令は、昭和４５年６月２２日から施行する。
附 則（昭和５９年６月３０日庁訓第３７号 （抄））

１ この訓令は、昭和５９年７月１日から施行する。
附 則（昭和６０年１２月２１日庁訓第４２号 （抄））

１ この訓令は、昭和６０年１２月２１日から施行する。ただし、第２条の規定並
びに第３条、第５条、第１４条及び第１８条の規定中一般職の職員の給与に関
する法律の題名を改める規定は、昭和６１年１月１日から施行する。
附 則（平成５年４月１日庁訓第２８号）

この訓令は、平成５年７月１日から施行する。
附 則（平成１３年１月６日庁訓第２号 （抄））

１ この訓令は、平成１３年１月６日から施行する。
附 則（平成１７年３月３０日庁訓第３７号）

１ この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。
２ この訓令の施行の際に現に存する改正前の様式による用紙は、当分の間、これ
を修正した上使用することがでいる。
附 則（平成１８年３月２７日庁訓第１２号 （抄））

１ この訓令は、平成１８年３月２７日から施行する。
附 則（平成１８年７月２８日庁訓第８３号 （抄））

１ この訓令は、平成１８年７月３１日から施行する。
附 則（平成１９年１月５日庁訓第１号 （抄））

１ この訓令は、平成１９年１月９日から施行する。
４ この訓令の施行の際に現に存する改正前の様式による用紙は、当分の間、これ
を修正した上で使用することができる。
附 則（平成１９年８月３０日省訓第１４５号 （抄））

１ この訓令は、平成１９年９月１日から施行する。
附 則（平成２２年６月３０日省訓第２９号 （抄））
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１ この訓令は、平成２２年７月１日から施行する。
附 則（平成２７年１０月１日省訓第３９号 （抄））

１ この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。
附 則（平成２８年３月３１日省訓第３６号 （抄））

１ この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。
附 則（平成２９年３月３１日省訓第２１号 （抄））

１ この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。
附 則（平成３０年３月２６日省訓第１５号 （抄））

１ この訓令は、平成３０年３月２７日から施行する。
附 則（令和３年４月２０日省訓第２２号）

（施行期日）
１ この訓令は、令和３年５月１日から施行する。
（経過措置）

２ この訓令の施行の際現にあるこの訓令による改正前の様式（次項において「旧
様式」という ）により使用されている書類は、この訓令による改正後の様式に。
よるものとみなす。

３ この訓令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを
取り繕って使用することができる。
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別表第１（第２条関係）

年 月 日
官 職 氏 名 殿

申立人 所属 官職（住所）連絡先（電話番号等） 氏名

申 立 書

隊員の規律違反につき次のとおり申立する。

１ 被申立人所属官職氏名

２ 被疑事実

３ 証 拠

上記のとおり相違ありません。

別表第２（第６条関係）

年 月 日
官職 氏名 殿

調査官 所属 官職 氏名

調 査 報 告 書

所属官職氏名隊員の規律違反被疑事件につき調査の結果を次のとおり報告する。

１ 被調査者の所属官職氏名

２ 被疑事実

３ 調査の経過の概要

４ 証 拠

５ 参考事項

(注) （１）被疑事実は「何時何処で誰が何故何の方法で何をしたか」を簡明に記載すること。
（２）証拠は、証拠の目録を記載し、且つ被調査者の供述調書又は答申その他事実を証明

するに足る証拠を別添えすること。
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別表第３（第９条関係）

発 簡 番 号
発簡年月日

所属 官職 氏名 殿

懲戒権者 官職（住所） 氏名

被 疑 事 実 通 知 書

下記の規律違反被疑事実につき貴殿を審理することになったから通知する。

記

別表第４（第１０条関係）

年 月 日

懲戒権者 官職 氏名 殿

被審理者 所属 官職 氏 名

弁 護 人 申 請 書

私の規律違反被疑事件について弁護人を〔 所属官職氏名）を弁護人に〕指命さ（
れるよう申請します。
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別表第５（第１４条関係）

尋 問 調 書

被審理者（証人）所属 官職 氏名

上記の者（被審理者所属官職氏名）の規律違反被疑事件について 年 月 日
○○○ において本職は（弁護人官職氏名立会の上）上記の 者（上記の証人）
に対して次のとおり尋聞した。

問
答
問
答

,被審理者（証人）氏 名

上記読み聞かせ（閲覧させ）たところ相違ない旨申立て署名押印した。

,尋問官 官職 氏 名

,書 記 官職 氏 名

別表第６（第１４条関係）

証 拠 物 調 書

被審理者 所属 官職 氏 名

上記の者の規律違反被疑事件について

年 月 日

○○○において本職は（弁護人官職氏名立会の上）次のとおり証拠物の取調をし
た。

１ 証拠物の表示及び所在

２ 取調の結果

年 月 日

,取調官 官職 氏 名

,書 記 官職 氏 名
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別表第７（第１５条関係）

年 月 日

懲戒権者 官職 氏 名 殿

被審理者（弁護人）

所属 官職 氏 名

証 拠 調 申 請 書

私（被審理者所属官職氏名）の規律違反被疑事件につき下記の証人の尋問を申請
します。
(下記の証拠物の取調を申請します)

１ 証人の住所（所属）官職氏名（証拠物の表示及び所在）

２ 尋問事項（取調事項）

別表第８（第１６条関係）

発 簡 番 号
発簡年月日

殿

所属 官職 氏 名

出 頭 要 求 書

供述を聴取したいので下記により出頭されたい。

なお出頭できないときは、その旨通知されたい。

記

１ 用件

２ 出頭日時

３ 出頭場所



- 11 -

別表第９（第１７条関係）

年 月 日

懲戒権者 官職 氏 名 殿

被審理者（弁護人）

,官職 氏 名

供 述 辞 退 届

私（被審理者所属官職氏名）の規律違反被疑事件について自衛隊法施行規則
第７６条第１項ただし書の規定による供述を辞退します。

別表第１０（第２０条関係）

供 述 聴 取 書

被審理者（弁護人）所属 官職 氏名

上記の者（被審理者所属官職氏名）の規律違反被疑事件について 年 月
日○○○において本職は上記の者（上記の弁護人）から次のとおり供述を

聴取した。

１ 問
答
問
答

２ 任意供述

年 月 日

,供 述 聴 取 者 官職 氏 名

,列席懲戒補佐官 官職 氏 名

,書 記 官職 氏 名
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別表第１１（第２１条関係）

審 理 調 書

被審理者 所属 官職 氏 名

上記の者の規律違反被疑事件について次のとおり審理を行つた。

１ 年 月 日
調査の結果審理を行うことを決定し被審理者に被疑事実通知書を発送した。

２ 年 月 日
懲戒権者官職氏名は○○○において被審理者所属官職氏名を尋問した。その
結果は別添第１の尋問調書のとおりである。

３ 年 月 日
懲戒補佐官官職氏名は○○○において証人住所氏名を尋問した。その結果は
別添第２の尋問調書のとおりである。

４ 年 月 日
懲戒補佐官官職氏名は○○○において証拠調をした。その結果は別派第３証
拠物調書のとおりである。

５ 年 月 日
懲戒権者は○○○において懲戒補佐官官職氏名列席の上被審理考及び弁護人
の供述を聴取した。その結果は別添第４の供述聴取書のとおりである。

年 月 日

,懲戒権者 官職 氏 名

,書 記 官職 氏 名
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別表第１２（第２２条関係）

発 簡 番 号
発簡年月日

懲 戒 処 分 宣 告 書

所属 官職 氏 名

自衛隊法第４６条第１項第○号の規定により懲戒処分として○○○○に処する。

官職 氏 名

１ この処分を受けた者は、これに不服がある場合には、処分の通知を受けた日の
翌日から起算して３月以内に防衛大臣に対して審査請求をすることができる。た
だし、この期間内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過し
たときは、することができない。

２ この処分についての処分の取消しの訴えは、審査請求に対する防衛大臣の裁決
を経た後でなければ提起することができない。ただし、次の(１)から(３)までの
いずれかに該当するときは、防衛大臣の裁決を経ないで、処分の取消しの訴えを
提起することができる。
(1) 審査請求があった日から３月を経過しても、防衛大臣の裁決がないとき。
(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急
の必要があるとき。

(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
この処分の取消しの訴えは、審査請求に対する防衛大臣の裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６月以内に、国を被告として（訴訟において国
を代表する者は法務大臣となる 、提起しなければならない。ただし、この期。）
間内であっても、防衛大臣の裁決があった日の翌日から起算して１年を経過し
た後は、提起することができない。
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別表第１３（第２５条関係）

懲 戒 処 分 簿

処 分 番 号 年度懲戒処分 号

処 分 者 の 官 職 氏 名

違 反 者 の 官 職 氏 名

処 分 の 種 類 ・ 程 度

処 分 年 月 日 年 月 日

自 年 月 日
処 分 の 期 間

至 年 月 日

違 反 事 実
処
分

証 拠 の 目 録の
理

適 条由

備 考

別表第１４（第２６条関係）

発 簡 番 号
発簡年月日

懲 戒 処 分 取 消（変 更）書

所属 官職 氏 名

自衛隊法施行規則第８１条の規定により 年 月 日付の（原処分の種類
及び程度を記載する ）を取消す（○○○（新処分の種類及び程度を記載する ）。 。
に変更する ）。

官職 氏 名
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別表第１５（第２８条関係）

発 簡 番 号
発簡年月日

殿

官職 氏 名

懲 戒 処 分 説 明 書

１ 懲戒権者（取消又は変更者）
所属 官職 氏 名

２ 被処分者（取消又は変更を受けた者）
所属 官職 氏 名

３ 処分の種類及び程度（取消又は変更処分の種類及び程度）
４ 処分（取消又は変更）年月日

(１) 違反事実
５ 処分（変更）した理由 (２) 認 定

(３) 適 条
(６ 原処分者所属官職氏名原処分の種類及び程度原処分 年 月 日)

別表第１６（第３０条関係）

年 月 日

懲戒権者 官 職 氏 名 殿

所属 官職 氏 名

審 理 申 請 書

私の規律違反被疑事件について自衛隊法施行規則第８５条第１項ただし書の規定
による審理を申請します。
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別表第１７（第３０条関係）

年 月 日

懲戒権者 官 職 氏 名 殿

,所属 官職 氏 名

審 理 辞 退 届

私の規律違反被疑事件について送達された被疑事実通知書記載の事実は相違あ
りませんので自衛隊法施行規則第８５条第２項の規定により審理を辞退します。

別表第１８（第３１条関係）

懲 戒 処 分 報 告 書

１ 違反行為者 所属 官職 氏 名 年令
２ 処分の種類及び程度
３ 処 分 者 所属 官職 氏 名
４ 処分年月日
５ 違反事実及び適条
６ 規律違反の原因
７ 参考事項
(１) 入隊年月日
(２) 既往処分 年月日 種類 程度
(３) 関係被処分者 官職 氏名 処分年月日
種類 程度

(４) 加重 軽減の理由
(５) 懲戒権行使の承認 承認者の官職 氏名 承認年月日
(６) その他

（注）(１) 違反事実は冒頭に（ ）を付した違反態様例えば（帰隊時遅延 （喧嘩口論））
（身分証明書不正使用）等と記入の後その具体的内容を簡明に記載するものと
する。

(２) 原因は当該規律違反を犯すに至つた直接且つ主たる原因を一つ記載するもの
とする。
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別表第１９（第３１条関係）

懲 戒 処 分 月 報 （ 月 分）

備 考
氏 名 処分の種 （違反態様） 処 分 者 処 分

所属 官職 原因
（年令） 類、程度 違反事実概要 官職 氏名 年月日

（注）(１) 月報は、自衛官については幹部と准尉曹士に区分し、事務官等については
３級以上と１・２級に区分して、別紙に記載するものとする。

(２) 違反事実概要及び原因欄の記載要領は、別表第１８の（注）(１)及び(２)
と同様とする。

(３) 幹部自衛官及び３級以上の事務官等については、備考欄に別表第１８本文
７の参考事項を記載するものとする。

別表第２０（第３１条関係）

懲戒処分取消（変更）報告書

１ 違反行為者 所属 官職 氏 名

２ 取 消（変更）処分の種類及び程度

３ 取 消（変更）者 所属 官職 氏名

４ 取 消（変更）年月日

５ 取 消（変更）の理由

６ 原処分者 所属 官職氏名 原処分 原処分年月日

７ 参考事項


